
弊社は発足当時営業権相当分を捻出するため、旧会社の持っていた欠損金（▲６億円弱）に加えて、バブル時
の資産の再査定（▲11億円）を行うことにより加えて大きな欠損金相当額（17億円）を捻出しました。
この相当額がほぼ当時の営業権となり弊社はスタートしております。
当時はこれを法律上の営業権償却期間上限（20年）で考えれば毎年１割の経常利益相当分になり、当時財務
体質がまだ弱かった弊社にとっては、外見（P/L）よりも現状は節税効果などの実を取ることの方が肝要と考
え、社会貢献は財務体質と企業規模を拡大してから最重要視すればよいと優先順位を捉えたからです。例えば
これは規模は違うにせよ、赤字を継続させて大きくなったGAFAのアマゾンが「長らくP/L 上の利益を出さ
ず、巨額の先行投資を続けてきた」という考え方に似ているのかもしれません。
しかしこの巨額の営業権を決めて直後に監督官庁より当業界に「営業権の償却期間を 10年とする（営業権の
救済猶予期限）」考えが出されました。日本では営業権は償却することとなっておりますが国際会計基準 IFRS
では逆に償却してはならないこととなっております。ちなみに IFRSは営業権は償却しないものの減損処理を
行います。
簡単に言いますと、日本では「営業権を償却して減損会計を行わない」のが一般的で、国際会計基準では「営
業権は償却しないが減損会計を行う」という違いになります。弊社は発足当初この両方「営業権を償却し、減
損会計も行う」ことにより、外見より税務上のメリットを最大限に享受する考えで現在経営を行っております。

弊社の発足時に選択した財務上の特殊性について



流動資産

固定資産

流動負債
特前受金

資本

- 426.894.209
会計上の欠損金

3.414.047.210

481.170.055

3.063.303.746

20.000.000

負債合計
3.951.368.010

53.732.080

その他の負債

互助会の特徴はこの特定取引前受金をどう見るか
（募集経費までかけて獲得した顧客の将来売上見込
の集金額が経費、集金額全て負債と看做されてる）

853.511 千円
現在このうち資産と見做してるのは

互助会経理基準書で資産と見做されるのは25%

1.097.923 千円

244.412 千円
差額（25%上限までまだ含み）

上記前受金をどう見るかの２つめの方法は、１本
当たりの将来価値と考えた時資産化として見積も
ることが可能ですが、弊社の場合営業権設定書に
てこの資産化の計算をした時は
合計 19.254 口で営業権 1.723.091.241 円でした。
現在の会員総数が 21.2350 口ですので
これを前回の単価＠89.493 円で計算すると、
前受金の資産価値は 1.900.383.855 円と考えられ
ます。また日本の会計基準では営業権を償却しな
ければなりませんが、弊社はこの償却を全て終え
ております。

1.900.383 千円

特前受金の資産的要素

A

B

1.046.872 千円
差額（前受金資産化査定までまだ含み）



●旧会社の欠損金　　　　　　　　　　　▲614.266千円
●旧会社の固定資産再評価　　　　　　▲1.012.853千円
　　　　　　　　　　　　　　　合計　　1.627.119千円

●14年間の実質経常利益合計　　　　　 　521.468千円
（会計処理変更を補正）
(その前の旧会社最後の３年間合計軽常利益※参考　  60.740千円 )

会計上の現在の欠損金　　　　　　　　　▲ 426.894 千円

これに資産の動産資産の再評価等
含めて約 17 億円の営業権を設定。

互助会財務を分析する上で一番大きな判断材用となるのが「特定取引前受金」です。この前受金は将来の売上
となる顧客を営業し、事前に契約を交わすことで成り立っているので「予約金」的な見方をすれば資産に似た
性格になります。当然営業すればするほど、顧客を先取りすればするほど財務的には経費も増加し、また獲得
した前受金という負債も増えることとなり、これが税務的なアドバンテージを生み、許認可事業である互助会
を大きくする原動力となっています。
弊社はこの恩恵を含め財務上のメリットを最大限に活かすために、旧会社を引き受ける際に従来の欠損金に加
え、バブル時の不動産の再評価による膨大な減損も行いました。当初はこれを持って営業権として出発しまし
たが、こちらの営業権の償却もすでに終えております（営業権については海外と異なり日本では償却が必要で
法的には20年内ですが、監督官庁の考えもあり弊社は10年間も待たず全て償却しております）。
「将来の成長を考えれば外見的な評価より今はまだ成長と安定に向けて実を取るために施策を行うべき」とい
うのが弊社のこれまでの姿勢です。
なお、互助会財務の安定性を見る時は、欠損金の有無ではなく、特定取引前受金が伸びているか、また現預金
は安定しているかについてが最も注視すべき点と考えております。

互助会財務と「特定取引前受金」と弊社の考え



前受金と現預金の推移

現預金についてはこの５年間ほぼ横ばいです。
コロナ禍での緊急支援も申請しておりません。

前受金はこの５年間増加してます。
コロナ禍でイベントなどが自粛でパフォーマ
ンスが落ちてますが、営業力自体はこの数年
強化されております。




